
日　時

場　所

順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第１

日程

第２

日程

第３

報告第 2 号

日程

第４

報告第 3 号

日程

第５

報告第 4 号

日程

第６

報告第 5 号

日程

第７

報告第 6 号

市長専決処分の報告について（損害賠償の額の決定につ

いて）

平成３０年度生駒市一般会計繰越明許費繰越計算書

平成３０年度生駒市下水道事業特別会計繰越明許費繰越

計算書

平成３０年度生駒市水道事業会計予算繰越計算書

平成３０年度生駒市水道事業会計継続費繰越計算書

開会宣告

諸般の報告

市長招集挨拶

開議宣告

会期の決定

会議録署名議員の指名

令和元年 生駒市議会 第３回（６月）定例会

令和元年６月１３日(木)

午 前 １ ０ 時 開 会

議 会 議 場

議事日程（第１号）

審 議 件 名
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順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第８

議案第 48 号

日程

第９

議案第 35 号

日程

第10

議案第 36 号

日程

第11

議案第 37 号

日程

第12

議案第 38 号

日程

第13

議案第 39 号

日程

第14

議案第 40 号

日程

第15

議案第 41 号

日程

第16

議案第 42 号

日程

第17

議案第 43 号

日程

第18

議案第 44 号

日程

第19

議案第 45 号

生駒市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための消費税法の一部を改正する等の法律及び社

会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を

行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に

ついて

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

生駒市地区計画区域内建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

て

生駒市病院事業推進委員会委員の委嘱及び任命について

令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

令和元年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回）

篤志寄附基金条例の一部を改正する条例の制定について

生駒市税条例等の一部を改正する条例の制定について

生駒市体育施設条例の一部を改正する条例の制定につい

て

審 議 件 名
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順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第20

議案第 46 号

日程

第21

議案第 47 号

日程

第22

審 議 件 名

民事調停の申立てについて

財産の取得について

一般質問
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受 理 年 月 日 整 理 番 号

平成31年3月28日 陳情第 7 号

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖

縄県外・国外移転について、国民的議論により、

民主主義及び憲法に基づき公正に解決するべきと

する意見書の採択を求める陳情書

令和元年5月13日 陳情第 8 号 ２０１９年奈良県網の目平和行進要請書

令和元年5月16日 陳情第 9 号

「再審法（刑事訴訟法の再審規定）」の改正を求

める意見書採択に関する要請書

令和元年5月20日 陳情第 10 号

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖

縄県外・国外移転について、国民的議論により、

民主主義及び憲法に基づき公正に解決するべきと

する意見書の採択を求める陳情書

令和元年5月24日 陳情第 11 号 幼保無償化に関する生駒市への要望書

令和元年5月27日 陳情第 12 号

米軍普天間飛行場の辺野古移設を促進する意見書

に関する陳情書

令和元年5月29日 陳情第 13 号

日本政府に対して、国連の「沖縄県民は先住民

族」勧告の撤回を求める意見書の採択を求める陳

情書

陳情書等一覧表

件 名



月 日 曜日 時 間 会　　議

6 12 水

13 木 １０時 開会

14 金 １０時 再開

15 土

16 日

17 月 １０時 再開

18 火

19 水

20 木 １０時 都市建設委員会

１３時 厚生消防委員会

厚生消防委員会終了後 予算委員会(厚生消防分科会）

21 金 １０時 市民文教委員会

市民文教委員会終了後 予算委員会(市民文教分科会）

１３時 企画総務委員会

企画総務委員会終了後 予算委員会(企画総務分科会）

22 土

23 日

24 月

25 火 １０時 予算委員会

26 水
１７時 付託議案に

対する討論等

27 木

28 金 １０時 再開

29 土

30 日

7 1 月

2 火

令和元年生駒市議会第３回（６月）定例会会期日程表(案)

会期：６月１３日～２８日までの１６日間

通告書等提出締切日



一般質問通告一覧表 

 

 

日付 

発言者順序 

【質問方式】 

発 言 の 要 旨 

令 

和 

元 

年 

６ 

月 

13 

日 

(木) 

１ 吉波 伸治 

【一問一答】 

１ 「放射線副読本」について 

 

２ 松本 守夫 

【一問一答】 

１ 高山地区第２工区について 

 

３ 惠比須 幹夫 

【一問一答】 

１ 生駒市民憲章について 

 

４ 竹内 ひろみ 

【一問一答】 

１ 小中学校の教職員の働き方改革について 

 

14 

日 

(金) 

５ 成田 智樹 

【一問一答】 

１ 認知症施策について 

２ 投票所のバリアフリー化について 

６ 改正 大祐 

【一問一答】 

１ 政策形成実践研修及び商工観光施策に関する助言・

提案等業務における随意契約について 

７ 神山 聡 

【一問一答】 

１ 市の街路樹・公園樹木及び各施設の樹木や緑の管理

について 

８ 中浦 新悟 

【一問一答】 

１ マニフェスト２０１９と行財政運営について 

 

９ 白本 和久 

【一問一答】 

１ くろんど池自然公園の観光振興と本市の観光施策に

ついて 

 

17 

日 

(月) 

10 山下 一哉 

【一問一答】 

１ 新生児聴覚検査について 

 

11 梶井 憲子 

【一問一答】 

１ 小中学校における熱中症対策について 

 

12 浜田 佳資 

【一問一答】 

１ 市長の基本施策について 

２ ごみ収集での改善について 

13 塩見 牧子 

【一問一答】 

１ 行政改革について 

２ 学校教育における少数者への対応について 

 



日　時

場　所

順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第１

一般質問

再開宣告

開議宣告

議 会 議 場

議事日程（第２号）

令和元年６月１４日(金)

審 議 件 名

午 前 １ ０ 時 再 開

令和元年 生駒市議会 第３回（６月）定例会



日　時

場　所

順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第１

日程

第２

議案第 38 号

日程

第３

議案第 40 号

日程

第４

議案第 42 号

日程

第５

議案第 43 号

日程

第６

議案第 44 号

日程

第７

議案第 45 号

日程

第８

議案第 46 号

開議宣告

一般質問

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための消費税法の一部を改正する等の法律及び社

会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を

行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に

ついて

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

生駒市地区計画区域内建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

て

令和元年 生駒市議会 第３回（６月）定例会

令和元年６月１７日(月)

午 前 １ ０ 時 再 開

議 会 議 場

議事日程（第３号）

審 議 件 名

再開宣告

民事調停の申立てについて

生駒市税条例等の一部を改正する条例の制定について

生駒市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について

1 



順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第９

議案第 35 号

議案第 36 号

議案第 37 号

議案第 39 号

議案第 41 号

議案第 47 号

日程

第10

議員提出

議案第 2 号

生駒市体育施設条例の一部を改正する条例の制定につい

て

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

財産の取得について

令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書について

令和元年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回）

篤志寄附基金条例の一部を改正する条例の制定について

審 議 件 名

2 



委 員 会 議 案 番 号

企画総務委員会

議員提出

議案第 2 号

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書につい

て

市民文教委員会 議案第 39 号

生駒市体育施設条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

厚生消防委員会 議案第 41 号

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第 47 号 財産の取得について

予算委員会

（企画総務分科会）

議案第 35 号 令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

予算委員会

（市民文教分科会）

議案第 35 号 令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

議案第 37 号

篤志寄附基金条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

予算委員会

（厚生消防分科会）

議案第 35 号 令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

議案第 36 号

令和元年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１

回）

議案審査付託表

審 査 件 名



議員提出議案第２号 

 

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書について 

 

このことについて、生駒市議会会議規則第１３条の規定により、上記の議案を

提出する。 

 

令和元年６月１７日 

 

提出者 塩見牧子   

賛成者 加藤裕美    

〃  中尾節子    



 

 

   選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書 

 

２０１８年２月１３日に内閣府が公表した「家族の法制に関する世論調査」に

おいて、夫婦同姓も夫婦別姓も選べる「選択的夫婦別氏（姓）」を導入するための

法改正に賛成との回答が４２．５％、同姓を前提としつつも通称使用を認めるべ

きとの回答が２４．４％となり、夫婦どちらかが改姓しなければ婚姻できない現

行の婚姻制度や改姓した者が社会的に不利益、不都合を被る実態を問題と考える

国民が、法改正の必要はないとの回答の２９．３％を上回ったことが明らかにな

った。その傾向は、社会である程度のキャリアを積んだ多くの人が初婚を迎える

３０歳から３５歳の層でより顕著であり、法改正に反対する回答は１０％にも満

たない。 

１９９６年２月２６日、法務大臣の諮問機関である法制審議会が選択的夫婦別

姓制度の導入を含む民法改正案を答申してから２３年が経過した。また、２０１

５年１２月１６日、最高裁判所は、夫婦同姓を定めた民法７５０条の規定を「夫

婦同姓規定には合理性があり合憲」としながらも「この種の制度の在り方は、国

会で論ぜられ、判断されるべき事柄にほかならないというべきである。」と、制度

の検討を国会に委ねたが、議論が進まないまま今日に至る。 

現行制度では、改姓に伴う煩雑かつ膨大な事務手続、望まない改姓による苦痛

のほか、改姓による家系やキャリアの分断、それを回避したときの非婚化及び少

子化、事実婚を選択した時の子どもの戸籍や親権の問題、など様々な問題が生じ

ている。また、法的根拠のない旧姓と、戸籍姓との煩雑な使い分けは、管理・事

務側での手間とコストの増大を招いている。 

２０１８年３月２０日の衆議院法務委員会において、夫婦同姓を義務付けてい

る国は、世界でただ一国、日本だけであることを法務省が答弁した。世論の強い

要望があり、世界的な男女同権の潮流に反しているにもかかわらず、現在でも我

が国では夫婦がそれぞれ生まれ持った姓を名乗り続けることが許されていない状



 

 

況を鑑み、適切な法的選択肢を用意することは国の責務である。  

よって、国に対し、民法を改正し、選択的夫婦別姓制度を法制化することを求

める。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和元年  月  日 

生 駒 市 議 会   

 



日　時

場　所

順 位 議 案 番 号 摘 要

日程

第１

議員提出

議案第 2 号

日程

第２

議案第 37 号

議案第 39 号

議案第 41 号

議案第 35 号

議案第 36 号

議案第 47 号

令和元年 生駒市議会 第３回（６月）定例会

令和元年６月２８日(金)

午 前 １ ０ 時 再 開

議 会 議 場

議事日程（第４号）

審 議 件 名

再開宣告

諸般の報告

開議宣告

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書について

篤志寄附基金条例の一部を改正する条例の制定について

生駒市体育施設条例の一部を改正する条例の制定につい

て

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

令和元年度生駒市一般会計補正予算（第１回）

令和元年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回）

財産の取得について



1 

委員会所管事務調査報告一覧表 

企画総務委員会 

調査事件 調査の経過 調査の結果又は概要 

１  生 駒 市 農

業 ビ ジ ョ ン

（案）に係る

パ ブ リ ッ ク

コ メ ン ト の

実 施 に つ い

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  テ ー マ を

定 め た 調 査

の 実 施 に つ

いて 

令和元年６月２１

日 に 委 員 会 を 開 催

し、生駒市の市行政

に係る重要な計画の

議決等に関する条例

第４条第１項の規定

に基づき、生駒市農

業ビジョンの策定に

係るパブリックコメ

ント案の内容につい

て報告を受け、質疑

するとともに、テー

マを定めた調査の実

施について、調査す

る テ ー マ を 協 議 し

た。 

 

１ 第６次市総合計画のまちづくりの

目標である「地域の資源と知恵を活

かし、魅力と活力あふれるまち」を

実現するため、現在の農業資産を活

かし、農業を推進するための方向性

を示すことを目的とした「生駒市農

業ビジョン」に関し、策定に向けた

パブリックコメントの実施と素案の

概要について報告を受け、質疑した。 

また、「常任委員会における所管事

務調査に基づく政策提案に関する指

針」第５条に基づく、当該調査事項

の取扱い方法については、同ビジョ

ンの策定後、生駒市の市行政に係る

重要な計画の議決等に関する条例第

４条第２項の規定に基づく報告を受

ける際に調査することを決定した。 

 

２ 当委員会として、「地域と防災につ

いて」をテーマとして調査を実施す

ることを決定した。 

 

市民文教委員会 

調査事件 調査の経過 調査の結果又は概要 

テ ー マ を 定 め

た 調 査 の 実 施

について 

令和元年６月２１

日 に 委 員 会 を 開 催

し、調査するテーマ

等を協議した。 

当委員会として、「子どもの命と成長

を守る取組」をテーマとして調査を実施

することを決定した。 

 

 

 

 



2 

厚生消防委員会 

調査事件 調査の経過 調査の結果又は概要 

テ ー マ を 定 め

た 調 査 の 実 施

について 

令和元年６月２０

日 に 委 員 会 を 開 催

し、調査するテーマ

等を協議した。 

当委員会として、「地域包括ケアシス

テムの深化・推進について」をテーマ

として調査を実施することを決定した 

 

都市建設委員会 

調査事件 調査の経過 調査の結果又は概要 

テ ー マ を 定 め

た 調 査 の 実 施

について 

令和元年６月２０

日 に 委 員 会 を 開 催

し、調査するテーマ

等を協議した。 

当委員会として、「人口減少社会にお

ける都市公園の管理及び利活用につい

て」をテーマとして調査を実施するこ

とを決定した。 
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とおり

修正可決

市民文教

委員会

議案第 39 号

生駒市体育施設条例の一部を改正する条例

の制定について

原案可決
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委員会

議案第 41 号

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

原案可決
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予算委員会 議案第 35 号
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原案可決

議案第 36 号

令和元年度生駒市介護保険特別会計補正予

算（第１回）

原案可決
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篤志寄附基金条例の一部を改正する条例の

制定について

原案可決
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議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書につい

てに対する修正案 

 

議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書についての全部を次

のとおり修正する。 

 

   選択的夫婦別姓制度の法制化の議論を求める意見書 

 

２０１８年２月１３日に内閣府が公表した「家族の法制に関する世論調査（以下、世

論調査という。）」において、夫婦が婚姻前の名字（姓）を名のることを希望している

場合には、夫婦がそれぞれ婚姻前の名字（姓）を名のることができるように法律を改め

ても構わないとの回答が４２．５％、夫婦が婚姻前の名字（姓）を名のることを希望し

ていても、夫婦は必ず同じ名字（姓）を名のるべきだが、婚姻によって名字（姓）を改

めた人が婚姻前の名字（姓）を通称としてどこでも使えるように法律を改めることにつ

いては、構わないとの回答が２４．４％となり、法改正の必要はないとの回答は２９．

３％となっている。 

１９９６年２月２６日、法務大臣の諮問機関である法制審議会が、選択的夫婦別姓制

度の導入を含む民法改正案を答申してから２３年が経過した。また、２０１５年１２月

１６日、最高裁判所は、夫婦同姓を定めた民法７５０条の規定を「夫婦同姓規定には合

理性があり合憲」としながらも、夫婦同氏制を規制と捉えた上、これよりも規制の程度

の小さい選択的夫婦別氏制について合理性がないと断ずるものではないとして、「夫婦

同氏制の採用については、嫡出子の仕組みなどの婚姻制度や氏の在り方に対する社会の

受け止め方に依拠することが少なくなく、この点の状況に関する判断を含め、この種の

制度の在り方は、国会で論ぜられ、判断されるべき事柄にほかならないというべきであ

る。」と、制度の検討を国会に委ねたが、議論が進まないまま今日に至る。 

（別紙） 



 

 

現行制度では、改姓に伴う煩雑かつ膨大な事務手続や改姓による家系やキャリアの分

断、それを回避したときの非婚化及び少子化、事実婚を選択した時の子どもの戸籍や親

権の問題など、様々な問題が生じている。 

一方、２０１８年の生駒市人権に関する市民意識調査では、「結婚すれば妻は夫の姓

を名のるのが自然だ」に対し、そう思う・どちらかといえばそう思うと答えた市民は、

６４．２％にも及んでいる。また、前述の世論調査では、夫婦の姓が違うと子どもに何

か影響が出てくると思うかの質問に対し、６２．６％が好ましくない影響があると思う

と回答しており、夫婦別姓制度の導入には様々な意見や社会的な影響があると推測され

る。 

よって、国においては、選択的夫婦別姓制度の法制化について、国民の様々な意見を

確認しつつ、導入時の社会的影響も調査し、深く慎重に議論するよう強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和元年６月  日 

生 駒 市 議 会   

 



 

 

修正案第２号 

令和元年６月２６日 

 

生駒市議会議長 

中 谷 尚 敬  様 

 

発議者 浜 田 佳 資 

賛成者 吉 波 伸 治 

 〃  竹 内 ひろみ 

 

議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書に

ついてに対する修正の動議について 

 

このことについて、生駒市議会会議規則第１６条の規定により、別紙のとおり

案文を添え修正案を提出いたします。 



 

 

（別紙） 

議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書に

ついてに対する修正案 

 

議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書についての一

部を次のように修正する。 

案文中、 

「の法改正に賛成との回答が４２．５％、同姓を前提としつつも通称使用を認める

べきとの回答が２４．４％となり、夫婦どちらかが改姓しなければ婚姻できない

現行の婚姻制度や改姓した者が社会的に不利益、不都合を被る実態を問題と考え

る国民が、法改正の必要はないとの回答の２９．３％を上回ったことが明らかに

なった。その傾向は、社会である程度のキャリアを積んだ多くの人が初婚を迎え

る３０歳から３５歳の層でより顕著であり、法改正に反対する回答は１０％にも 

満たない。                               」 

を 

「法律を改めても構わないとの回答が４２．５％、同姓を前提としつつも婚姻によ

る改姓前の姓の通称使用を認めると法律を改めても構わないとの回答が２４．

４％、現在の法律を改める必要はないとの回答が２９．３％との内容となってい

る。 

これは、夫婦どちらかが改姓しなければ婚姻できない現行の婚姻制度や改姓し

た者が社会的に不利益、不都合を被る実態を問題と考え、法律を改める必要性が

あるとする国民が、法律を改める必要性がないとする国民を上回ったと評価でき 

る。                                  」 

に改める。 

 



 

 

議員提出議案第２号 選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書について 

対照表 

議員提出議案第２号 原案 修 正 案 

 

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書 

 

２０１８年２月１３日に内閣府が公表した「家族の法制に関す

る世論調査」において、夫婦同姓も夫婦別姓も選べる「選択的夫

婦別氏（姓）」を導入するための法改正に賛成との回答が４２．

５％、同姓を前提としつつも通称使用を認めるべきとの回答が２

４．４％となり、夫婦どちらかが改姓しなければ婚姻できない現

行の婚姻制度や改姓した者が社会的に不利益、不都合を被る実態

を問題と考える国民が、法改正の必要はないとの回答の２９．

３％を上回ったことが明らかになった。その傾向は、社会である

程度のキャリアを積んだ多くの人が初婚を迎える３０歳から３

５歳の層でより顕著であり、法改正に反対する回答は１０％にも

満たない。 

略 

 

選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書 

 

２０１８年２月１３日に内閣府が公表した「家族の法制に関す

る世論調査」において、夫婦同姓も夫婦別姓も選べる「選択的夫

婦別氏（姓）」を導入するため法律を改めても構わないとの回答

が４２．５％、同姓を前提としつつも婚姻による改姓前の姓の通

称使用を認めると法律を改めても構わないとの回答が２４．

４％、現在の法律を改める必要はないとの回答が２９．３％との

内容となっている。 

これは、夫婦どちらかが改姓しなければ婚姻できない現行の婚

姻制度や改姓した者が社会的に不利益、不都合を被る実態を問題

と考え、法律を改める必要性があるとする国民が、法律を改める

必要性がないとする国民を上回ったと評価できる。 

略 

 

 



質疑通告一覧表 

 

令和元年６月２８日 

発言者順序 発 言 の 要 旨 

 

１ 片山 誠也 

 

 

議員提出議案第２号選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書

についてに対する修正の動議について 

１ 内閣府が２０１８年２月１３日に公表した「家族の法制に関す

る世論調査」を用いて、修正案第２号では「同姓を前提としつつ

も婚姻による改姓前の姓の通称使用を認めると法律を改めても

構わないとの回答が２４．４％」とあるが、修正案第１号のよう

に「夫婦が婚姻前の名字（姓）を名のることを希望していても、

夫婦は必ず同じ名字（姓）を名のるべきだが、婚姻によって名字

（姓）を改めた人が婚姻前の名字（姓）を通称としてどこでも使

えるように法律を改めることについては、構わないとの回答が２

４．４％」という内閣府の文章を忠実に引用されなかったのはな

ぜか。 

２ 「法律を改める必要性があるとする国民」とあるが、内閣府世

論調査における「法律を改めても構わない」という４２．５％の

回答は“容認”であり、行き過ぎた表現となると考えるが、どの

ように考えるか。 

 

 


